
○ 社⾧の⾧谷川でございます。
○ 本日はまず、決算及び業績予想についてご説明したのち、最終年度を迎えました中期経営計画見直しの進捗などにつきまして、ご説明いたします。
○ それでは資料の3ページをご覧ください。







○22年3月期につきましては、連結営業収益1兆311億円、連結営業損失▲1,190億円、連結当期純損失▲1,131億円と2期連続の赤字となりました。○第3四半期までは運輸収入は計画に対してやや上振れて推移したものの、第4四半期に入り、オミクロン株への新規感染が急拡大した影響を受け、営業収益は連単ともに計画未達となりました。○一方、グループをあげて計画を上回るコスト削減を進めた結果、各利益項目は計画のレンジ内に収まりました。○23年3月期は、連結営業収益1兆3,090億円、連結営業利益300億円、連結当期純利益585億円と3期ぶりの黒字化を見込んでおります。○なお、今般の産業競争力強化法に基づく事業適応計画の認定によりまして、連結当期純利益において270億円強の増益効果を見込んでおります。○次のページをご覧ください。



○それでは各事業別にご説明いたします。まず、運輸業です。○22年3月期の運輸収入は、前年対比+686億円増、コロナ前となる19年暦年対比では54％の4,876億円。○内訳はご覧のとおりですが、うち新幹線につきましては、山陽新幹線が1,926億円、北陸新幹線が190億円でございました。○23年3月期におきましては、第7波以降の到来も意識しつつ、足元の状況から緩やかに回復し、12月末頃にはコロナ前対比9割程度に回復するものとの前提を置いており、運輸収入は6,730億円の計画です。なお新幹線につきましては、山陽新幹線3,080億円、北陸新幹線310億円の計画です。○次のページをご覧ください。



○流通業です。○22年3月期は、前年対比+155億円の増収、同じく+64億円の増益でしたが、▲86億円の赤字となりました。○第2四半期における緊急事態宣言の発令、およびその延⾧、また第4四半期におけるオミクロン株感染拡大の影響などにより、ご利用が低迷しました。○23年3月期は物販店舗・百貨店とも、年間を通じてコロナ前対比9割程度の売上を想定しており、ご覧のとおりの収益・利益を計画しております。○次のページをご覧ください。



○不動産業です。○22年3月期は、前年対比+98億円の増収、営業利益は同じく+7億円増益の300億円でした。○今期は、投資家向け販売の増に加えて、SC売上高をコロナ前対比9割程度と想定しており、歩合賃料の回復を見込んでおります。収益・利益の計画はご覧のとおりです。○次のページをご覧ください。



○その他の事業です。○ホテル業につきましては、前年対比では改善したものの、緊急事態宣言や感染拡大の影響を大きく受け、▲90億円の赤字となりました。○今期も回復にはなお時間を要すると想定しており、▲40億円の赤字計画です。○旅行業につきましては、前年対比+83億円の増収、営業利益は同じく+97億円増益の24億円となりました。旅行部門は厳しい状況が続いておりますが、構造改革を推進したほか、ワクチン受託などのソリューション事業における受注拡大が奏功しました。今期はその反動を一定程度織り込んでおり、収支均衡の計画です。○次のページをご覧ください。



○今期は中期経営計画の最終年度です。○20年10月の中計見直し時点では、コロナが収束し、期首より基礎的な運輸収入がコロナ前対比９割水準に戻っている前提で計画しましたが、残念ながら今期もwithコロナで迎えることとなり、甚だ不本意ではありますが、いずれも未達となる見通しです。○次のページをご覧ください。



○現中計期間における設備投資につきましては、安全関連投資5,000億円の水準は維持しながらも、総額1兆2,500億円の計画に対しましては、実施時期の調整などにより約750億円低減し、1兆1,700億円強の水準への抑制を見込んでおります。○次のページをご覧ください。



○株主還元です。○22年3月期につきましては、概ね業績予想どおりの実績となりましたことから、⾧期安定的な配当を重視する方針に基づき、期末配当は1株50円とさせていただく予定です。○23年3月期につきましても、中計見直しで掲げました還元方針配当性向35％程度を上回ることになりますが、⾧期安定的な配当を重視する方針に基づき、通期で1株あたり100円の予定としております。○次に12ページをご覧ください。





○ここからは、中期経営計画見直しの進捗などについてお話しいたします。○厳しい経営状況が続いておりますが、安全は最重要戦略であり、変わらぬ経営の根幹です。○掲げている安全に関するKPIもこの間、着実に逓減させてきております。○新たな技術も活用しながら、お客様に安全に、安心してご利用いただけるよう、さらなる安全性の向上に取り組んでまいります。○次のページをご覧ください。



○鉄道事業における構造改革の取組みです。○スライド左側にお示ししておりますとおり、構造的コスト削減につきましては、当初計画▲50億円のところ、早期進捗した結果、▲120億円と超過達成することができました。○今期はそれぞれの取組みをさらに進捗させ、▲200億円削減する計画です。○次のページをご覧ください。



○今期の単体営業費用について、もう少しご説明します。○今期は、これまで時期調整してきた修繕工事等の実施や、原油をはじめとする物価高騰の影響、収入回復に連動する費用の増などが見込まれます。○構造的コスト削減の確実な実行に加え、中計見直しで掲げましたコスト水準からは出来る限りの緊急的抑制を継続することにより、外部環境の変化等によるコスト上昇にも対応する計画としております。○次のページをご覧ください。



○グループ会社においても構造改革の取組みを進めております。○収支構造改革を進め、特にホテル業・ヴィアイン事業では、ともに今期までに、それぞれ記載のような損益分岐点引下げを行う計画です。○日本旅行においては、新たな中期経営計画を12月に公表しております。旅行事業においては店舗削減を進める一方でweb販売を伸ばし、収支構造の改革を進めるとともに、ポートフォリオをソリューション事業に大きくシフトしていく計画としております。○次のページをご覧ください。



○不動産業における取組みです。○線区・地域価値向上の代表例としまして、去る3月18日、SCのMAROOTとホテルヴィスキオ富山が入居するJR富山駅ビルが開業しました。駅前広場整備や路面電車と合わせ、コンパクトシティを進める富山市の富山駅周辺整備事業の集大成とも言えるプロジェクトであり、開業1か月で約54万人のお客様にご来館いただき、売上は計画対比140%を記録しております。○また、資産効率の向上につきまして、3月には2号ファンドを設立しました。来期には私募REIT設立を予定しており、28年3月期での運用資産規模700億円水準を目指してまいります。回転型不動産ビジネスの拡大を通じて資産効率の向上を図ると同時に、新たなまちづくりの機会を獲得していきます。○次のページをご覧ください。



○続いて、地域共生の深耕についてです。○弊社は、「広域鉄道ネットワークの磨き上げ」と「まちづくり」の両面から、新たな需要創出に取り組んできました。○この間もN700Sなどの車両増備やEXサービス拡充による新幹線の競争力向上を進めてきたほか、来年春には、いよいようめきた地下駅が開業します。以降、弊社の大阪駅及び周辺開発も佳境を迎えていくことになりますが、うめきたⅡ期など周辺のプロジェクトとも連動しながら、大阪の都市としての魅力向上に貢献してまいります。○なお、大阪・広島の各まちづくりプロジェクトによる鉄道等を含む弊社グループ全体での効果として、平年度後に大阪で90億円、広島で50億円のEBITDA成⾧を見込んでおります。○次のページをご覧ください。



○新たな価値創造の取組みです。○社会行動変容を踏まえた新たな価値創造への挑戦として、様々な取組みを進めています。○「鉄道事業者間でのオープンイノベーションの取組み」では、千葉県の銚子電鉄様に、弊社グループが開発したソリューションを採用いただきました。○このように、既存アセットを強みとしながら、社会課題の解決にチャレンジしてまいります。○次のページをご覧ください。



○次に、デジタル戦略についてです。○来年春リリース予定のモバイルICOCAやMaaSアプリWESTERの機能向上などを通じて、デジタルマーケティング強化に向けた取組みを進めています。○デジタルでのサービス改善によりデジタルでつながるお客様を増やし、よりお客様ニーズを理解することで更に価値あるサービスを提供していく好循環により、グループ全体のお客様・リピーターを増やしていきます。○次のページをご覧ください。



○ここからは、次期中計策定を見据えたお話をさせていただきたいと思います。○運賃・料金制度のあり方につきましては、ご案内のとおり、国交省において小委員会が立ち上げられており、スライド左側にありますように、弊社からも現行制度における諸課題を提起させていただきました。○弊社としましては、社会行動変容を踏まえたお客様の利便性向上や、経済情勢への柔軟な対応を可能にする制度の実現を要望しているところです。○小委員会におきましては、制度設計のあり方、あるいはその運用方法などから6つの論点が整理されており、6月下旬には中間報告がとりまとめられる見込みです。○弊社は無論、鉄道各社にとって大きな課題であり、引き続き議論が進捗していくことに期待しております。○次のページをご覧ください。



○ローカル線についてです。○ご案内のとおり、先般、輸送密度が1日2,000人未満の線区につきまして、その収支率を公表いたしました。○沿線地域の皆様と、大量輸送という鉄道の特性が発揮できていない線区の実態を共有し、今よりもご利用しやすい持続性ある公共交通体系の実現に向けまして、幅広い議論をさせていただければと考えております。○次のページをご覧ください。



○次期中期経営計画の方向性ですが、安全性向上が引き続き経営の根幹であることに変わりはございません。○その上で、①鉄道事業を中心とした各事業の構造改革、②地域共生・まちづくり、③新たな価値の創出、そしてこれらを実行していく基盤としての④DX戦略、これらが引き続き今後のポートフォリオの方向性のベースになるものと考えております。○次のページをご覧ください。



○ポートフォリオ戦略を進めていくためのガバナンス改革にも取り組んでいます。○監査等委員会設置会社への移行、スキルマトリクスの運用などを基軸とした取締役会の改革、カンパニー制と本社コーポレート部門のシナジー推進強化に向けた経営単位の再編、地方組織の再編など、縦糸と横糸をうまく紡ぎながら、効率化と合わせ、一貫した組織構造改革を推進してまいります。
○コロナはまだ不透明感の拭いされない状況にはありますが、一方で収束の兆しも見え始めてきたと認識しています。昨年の公募増資で調達しました資金の使途につきましても、先ほど申し上げた４つの戦略軸に基づいて実行していく設備投資資金の一部として充当することとしており、今後の本格的な需要回復や、大阪関西万博・インバウンドの回復といった新たな需要創出イベントのタイミングを逸することなく資金面でも対応し、コロナ収束後の成⾧を通じて、企業価値を向上してまいりたいと考えています。○私からの説明は以上です。




























































